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Summary 

The present study examined the relationship between the practice of care planning by care managers and 
“their understanding of information in assessment”. Regarding the survey method, questionnaire forms were 
distributed by mail to 350 care managers who are members of the Japan Care Manager Association (Block A). 
The valid response rate was 48.3% (169 people). A multiple regression analysis was conducted, with factors 
related to “the practice of care plannig ” as dependent variables, and “the basic attributes” and factors related 
to “understanding of  information”, including control variables, as independent variables. The practice of care 
planning were associated with all factors related to “understanding of information”. As their characteristics, 
care managers with a high-level capacity to the practice of care planning were able to adequately understand 
information on people’s views of their lives and lifestyles, the financial status of individuals, statuses of family 
care providers, communication and understanding among them, and housework support for individual 
families. 
 

Keywords : 介護支援専門員，居宅サービス計画作成の達成度，アセスメントにおける情報把握

Care managers，Achievement of Care Planning，Gathering information in Assessment 
        

Ⅰ はじめに

居宅介護支援過程において 介護支援専門員が

行う居宅サービス計画の作成とその前段階である

課題分析 以下 アセスメント は中核的な実践と

されている１），２） 居宅サービス計画の作成と情

報把握との関係について ｢計画作成がニーズに適

合しているかどうかはアセスメントの情報や問題

分析の内容による｣３） ｢情報収集はどのような視

点で行うかによってケアプランが変わってしまう

といえるほど重要である｣４）と指摘されている ア

セスメントにおける情報把握は 居宅サービス計

画の目標を設定するための基礎となる５） つまり

情報を把握することは 利用者のニーズを抽出す

るといったアセスメントを展開し 居宅サービス

計画に反映するための重要な土台になるといえる
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しかし 居宅サービス計画の作成やその土台とな

る情報把握の実践が不十分であると指摘されてい

る ）， ） 具体的には 居宅サービス計画の用紙には

生活ニーズの整理の根拠となった情報の記録方法

が明確でないこと 居宅サービス計画の記述方法

に捉われアセスメントが不十分となっていること

） 居宅サービス計画の作成やアセスメントにか

ける業務の割合が減少していること ） 担当の介

護支援専門員が度々変更される 介護支援専門員

と会う機会がない ）等が報告されている 相談援

助業務の機能を有する ）介護支援専門員は 居宅

サービス計画の作成や情報把握の場面で 利用者

や家族介護者 職場内や地域にある様々な社会資

源とのかかわりをもち 実践を展開していくこと

が重要とされている ）， ） 介護支援専門員には

利用者のニーズを優先にしたアプローチが求めら

れている ）や ら ）は 利用者と

ケアマネジャーとの関係構築が最も重要であると

強調しており 介護支援専門員においても利用者

との関係構築がなされていなければ利用者のニー

ズを優先したアプローチも展開しにくいと推察さ

れる また ）は ケアマネジメントについ

て 利用者の弁護 社会資源との連結や調整 交渉

動員といったソーシャルワーク機能からなってい

るとも指摘している これらの機能は 利用者だけ

でなく様々な社会資源とのかかわりを通した介護

支援専門員による居宅サービス計画の作成や情報

把握の場面においても求められると考える さら

に 人の利用者に多くの人がかかわることの意

義については 利用者の様々なニーズへの対応 多

くの情報に基づく包括的なアセスメント及び居宅

サービス計画の作成が可能になるとの指摘もある

） 先行研究では 情報把握と居宅サービス計画の

作成との両者間をつなげる展開や連続性を有する

重要性を実践者向けに書かれた教科書的な文献

）， ）が多く 啓発的な示唆にとどまる程度となっ

ている ケアマネジメント向上会議及び公開ケア

会議では アセスメントの情報把握から居宅サー

ビス計画の作成までの生活ニーズ抽出過程を可視

化するために｢課題整理表 仮称 ｣の様式を策定し

現場の介護支援専門員により実証されている ）

が 生活ニーズ抽出に関わる様式導入を目的とし

たものとなっている 情報把握や居宅サービス計

画作成の実践両者に関する実証的な研究を概観す

ると 居宅サービス計画作成の実践に関して 因子

分析を通して「生活ニーズを引き出す行動」「様々

な社会資源とのかかわり」「生活ニーズにあった内

容の設定」「利用者のプラス面の活用」が抽出され

ている ）また，介護支援専門員が行うアセスメン

トにおける情報把握の構造についても 因子分析

を通して「生活観とライフスタイルの考え方」「人

的経済的状況」「家族介護者の状況」「意志疎通及

び理解の状況」「個別的家事支援の状況」の 因子

が抽出されている さらに抽出された因子間の相

関では全因子に正の相関がみられ 特に「生活観と

ライフスタイルの考え方」「人的経済的状況」「家

族介護者の状況」情報の因子間が高いことが明ら

かとなっている ） 情報把握や居宅サービス計画

作成の実践両者に対する関連要因の研究に関して

橋本ら ）は インフォーマル資源の情報把握に関

する介護支援専門員の認識とその実践との関連を

検証しているが インフォーマル資源という つ

の情報に焦点をあてた研究となっている 居宅サ

ービス計画作成の関連要因に関しては 介護支援

専門員の個人要因や人的環境要因との関連で検証

した研究があり 「専門領域」「相談援助の経験年

数」「職場内外の良好な人間関係」が関連要因とし

て明らかとなっている ） よって 居宅サービス

計画作成の実践に対して 利用者や家族介護者 他

の社会資源との関係を構築しながら介護支援専門

員が把握した情報がどのように関連を示している

のかという両者の関連の検証はされていないのが

現状である そこで 本研究では 介護支援専門員

個人の特性を統制したうえで 居宅サービス計画

作成の実践に影響を与える要因として 介護支援

専門員が利用者や家族介護者 他の社会資源との

関係を構築しながら行うアセスメントの情報把握

との関連について検証することを目的とした 本

研究を検証することは 介護支援専門員が居宅サ

ービス計画作成時の実践において 前段階で利用

者や家族介護者 他の社会資源との関係を構築し

ながら把握したどのような情報が強く影響を与え

ているのかが明らかとなり 利用者本位のための

ケアマネジメント実践を考えていくうえで意義あ

ると考える

また 本研究では 年に実施した調査デー

タを用いることとした その理由として 当データ

は 年度介護保険制度改正 以下、制度改正

前に実施した調査結果であり 当時は要介護者だ

けでなく要支援者も対象注 としていたことや介

(2)
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護支援専門員への支援の役割を担う主任介護支援

専門員 以下 主任 や地域包括支援センター

以下 センター も存在しない状況であった

年度制度改正でセンターや主任 が誕生したが

「センターの約半数は地域支援ネットワークを活

かした介護支援専門員支援をしていない」 との

現状が報告されている つまり 介護支援専門員は

センターを含め様々な資源とのかかわりも課題と

して残されている 年度介護報酬改定 では

センターによる居宅介護支援事業所への要支援者

の委託件数 件 制限が撤廃され 再び居宅介護

支援事業所の介護支援専門員は要支援者の担当件

数に制限がなく担当可能となり 援助対象の範囲

が 年度改正前の状況に戻っている したがっ

て 本研究で 年のデータを使用することは

様々な社会資源とのかかわりを通して要支援者や

要介護者への支援を考えていくための介護支援専

門員の実践上の課題を検討していくうえで妥当な

データであり かつ 検証することに意義があると

考えた

Ⅱ 研究方法  
１．調査対象及び方法 

調査対象者は， ブロック ヶ所の都道府県

地域 名， 地域 名， 地域 名，ｄ地域

名，ｅ地域 名）の介護支援専門員協会（以下，

協会）の会員であり，居宅介護支援事業所で従事

する介護支援専門員 名であった 調査方法は，

各協会に研究の趣旨を説明後，協力回答可能配布

数について確認をした 各協会を通して無作為で

協力回答可能配布数分の対象者を抽出してもらい，

自記式質問紙による郵送調査を実施した まず，協

会に調査票部数を直接郵送し，各協会の会員であ

る介護支援専門員本人が回答を記入したのち，当

研究会宛の返信用封筒で直接返送してもらう方法

を採用した 調査期間は 年 月 日から 月

日までで，回収率は ％（ 名）であった

倫理的配慮として，協会や対象者には，研究の趣

旨，匿名性の確保，データの管理方法について文

書で説明した 協力を得た対象者からは調査回答

協力承諾書を返送してもらった

２．調査項目

）｢介護支援専門員の個人特性｣

回答者の傾向を把握するため ｢介護支援専門員

の個人特性｣として｢性別｣｢年齢｣｢専門領域｣ 介護

支援専門員が社会福祉士と看護師両資格を所持等

複数の資格所持を想定し 介護支援専門員自身が

どの領域を専門としているのかという質問を設定

した ｢相談援助職としての経験年数｣｢担当ケアプ

ラン数 以下 ｣「業務の兼務状況｣｢ケアマネジ

メント 以下 関連研修受講の有無｣ 年以

降、行政等が実施した実務研修や継続研修以外で

関連の研修を受講したことがあるかという質問

を設定した 項目を選定した

）「介護支援専門員が行う本研究で設定した｢介護

支援専門員が行うアセスメントにおける情報把握

以下 ｢情報把握｣ ｣については ｢介護支援専門員

が 利用者 家族介護者 他の社会資源との関係構

築を通して 本人自身に関わる情報と本人をとり

まく情報を把握すること｣と操作的に定義をした

｢情報把握｣は 先行研究で主因子法の因子分析を

行い 因子 項目 が抽出され 内容妥当性およ

び信頼性が検証されており ），この 因子を本研

究で採用した 各因子の内容について，第 因子｢生

活観とライフスタイルの考え方 α ｣は 利用

者本人の生活パターンや生活習慣 生活歴 楽しみ

や趣味 主訴に関する情報を把握する の 項目 第

因子｢人的経済的状況 α ｣は 金銭管理 経

済状況 現在受けている近隣や友人等からの支援

近隣との人間関係に関する情報を把握する の 項

目 第 因子｢家族介護者の状況 α ｣は 家族

介護者が感じている介護に対する肯定的な意識

家族介護者の心身の状況 家族介護者の介護以外

の役割 就労 家事 育児等 を把握する の 項目

第 因子｢意思疎通及び理解の状況 α ｣は 意

思疎通 認知や理解に関する情報を把握する の

項目 第 因子｢個別的家事支援の状況 α ｣は

食事へのこだわり 味つけ 栄養面等 洗濯や部屋

の掃除の仕方へのこだわりについて把握する の

項目でそれぞれ構成されている 回答選択肢は

｢全くできていない 点 ｣から｢できている 点 ｣

の 件法を用いて，実践できているほど点数が高

くなるようにした

）｢介護支援専門員による居宅サービス計画作成

の達成度｣

介護支援専門員による居宅サービス計画作成の

実践に関する項目として｢介護支援専門員による

居宅サービス計画作成の達成度｣ 以下 ｢計画作成

の達成度｣ を設定した ｢計画作成の達成度｣につ

いては ｢介護支援専門員が利用者や家族を含め

(3)
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様々な社会資源とのかかわりを通して ストレン

グス視点に沿った生活ニーズの抽出や生活ニーズ

にあった計画作成を成し遂げること｣と操作的に

定義をした すなわち 居宅サービス計画作成の際

に 様々な社会資源とのかかわりやストレングス

視点を活用し生活ニーズを引き出していく実践

生活ニーズにあったサービスや援助内容の設定に

ついてどの程度できているどうかといった介護支

援専門員の実践の認識をみるために｢計画作成の

達成度｣を設定した 本研究での｢計画作成の達成

度｣は 先行研究 ）で主因子法の因子分析を行い

因子 項目 が抽出，内容妥当性及び信頼性が検

証されている項目を採用した 各因子の内容に関

して 第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣は 介

護支援専門員が利用者の生活ニーズを引き出すた

めのアプローチの内容であり 項目 情報収集の

結果を利用者や家族と確認すること 利用者の身

体面 精神面 社会環境面を相互に関連させながら

ニーズを引き出すこと 利用者の個々のニーズに

考慮してニーズを導き出すこと 利用者の生活が

過去から 現在 将来へ継続していることに考慮し

てニーズを導き出すこと 利用者や家族の希望と

介護支援専門員からみた生活ニーズをつき合わせ

てプランを立てること で構成されている 第 因

子｢様々な社会資源とのかかわり｣は 介護支援専

門員が計画作成を展開していくなかでフォーマ

ル･インフォーマル資源とのかかわりを示す内容

であり 項目 関連機関や職種と情報を共有する

一緒にプランの立てやすい雰囲気をつくる 必要

に応じて利用者や家族を別々の場で話をきく 必

要に応じて援助内容に合った介護保険外のフォー

マル資源やインフォーマル資源を結びつける で

構成されている 第 因子｢生活ニーズにあったサ

ービス内容の設定｣は 介護支援専門員が生活ニー

ズに対応するための援助内容の検討と援助内容に

沿ったサービスをつなげる内容であり 項目 ニ

ーズに合った援助内容を設定する 援助内容にあ

った介護保険サービスを結びつける で構成され

ている 第 因子｢利用者のプラス面の活用｣は ス

トレングスの視点をとりいれた利用者のプラス面

を活用する内容であり 項目 利用者本人の意欲

や長所 残存能力をプランに活かす で構成されて

いる 回答選択肢には｢全くできていない 点 ｣か

ら｢できている 点 ｣の 件法とし，できているほ

ど点数が高くなるよう配点化した

３ 分析方法
本研究での解析対象は 票のうち 分析に使

用する項目に欠損値のない 票を使用した 「計

画作成の達成度」について先行研究 では欠損値

を含む 名 「情報把握」について先行研究 ）

では 名それぞれのデータに対する因子分析の

結果となっている 本研究では先行研究の対象デ

ータ数が異なることから欠損値のない 名のデ

ータを対象とした ｢計画作成の達成度｣｢情報把

握」再度プロマックス回転を伴う主因子法による

因子分析を行った．次に，強制投入法による重回

帰分析を行った 独立変数には ｢情報把握｣ 各因

子の素得点合計 と統制変数として ｢性別 女

性 男性 ｣｢年齢｣｢専門領域 医療領域 福祉

領域 ｣｢相談援助職としての経験年数｣｢担当 数｣

「 関連研修受講の有無 あり なし 」「業務

の兼務状況 専任 兼任 」を 従属変数には 因

子分析の結果抽出された｢計画作成の達成度｣の各

因 子 素 得 点 の 合 計 を そ れ ぞ れ 投 入 し た ま

た 値により独立変数間に多重共線性が存在し

な い こ と を 確 認 し た 解 析 に は

を用いた

 
Ⅲ 研究結果  
１．｢介護支援専門員の個人特性｣

｢性別｣は 女性が全体の 割近くを占めていた

｢年齢｣は平均 歳であった ｢専門領域｣は 福祉

領域が医療領域より若干多かった ｢相談援助職と

しての経験年数｣は 平均 年 ヶ月 ｢担当 数｣

は 平均 件であった ｢業務の兼務状況｣は 専任

が 割近くを占めていた ｢ 研修受講の有無｣は

受講ありが 割と多かった 表

表 介護支援専門員の個人特性

度数 比率

(人) (％)

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代以上

医療領域

福祉領域

5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上

20ケース未満

20ケース以上30ケース未満

30ケース以上40ケース未満

40ケース以上50ケース未満

50ケース以上

有

無

専任

兼任

専門領域

相談援助職
としての経験年数

担当ケース数
※平均42件

CM関連研修受講の
有無

業務の兼務状況

項目 カテゴリー

性別

年齢
※平均 44.8歳

 

(4)
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様々な社会資源とのかかわりを通して ストレン

グス視点に沿った生活ニーズの抽出や生活ニーズ

にあった計画作成を成し遂げること｣と操作的に

定義をした すなわち 居宅サービス計画作成の際

に 様々な社会資源とのかかわりやストレングス

視点を活用し生活ニーズを引き出していく実践

生活ニーズにあったサービスや援助内容の設定に

ついてどの程度できているどうかといった介護支

援専門員の実践の認識をみるために｢計画作成の

達成度｣を設定した 本研究での｢計画作成の達成

度｣は 先行研究 ）で主因子法の因子分析を行い

因子 項目 が抽出，内容妥当性及び信頼性が検

証されている項目を採用した 各因子の内容に関

して 第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣は 介

護支援専門員が利用者の生活ニーズを引き出すた

めのアプローチの内容であり 項目 情報収集の

結果を利用者や家族と確認すること 利用者の身

体面 精神面 社会環境面を相互に関連させながら

ニーズを引き出すこと 利用者の個々のニーズに

考慮してニーズを導き出すこと 利用者の生活が

過去から 現在 将来へ継続していることに考慮し

てニーズを導き出すこと 利用者や家族の希望と

介護支援専門員からみた生活ニーズをつき合わせ

てプランを立てること で構成されている 第 因

子｢様々な社会資源とのかかわり｣は 介護支援専

門員が計画作成を展開していくなかでフォーマ

ル･インフォーマル資源とのかかわりを示す内容

であり 項目 関連機関や職種と情報を共有する

一緒にプランの立てやすい雰囲気をつくる 必要

に応じて利用者や家族を別々の場で話をきく 必

要に応じて援助内容に合った介護保険外のフォー

マル資源やインフォーマル資源を結びつける で

構成されている 第 因子｢生活ニーズにあったサ

ービス内容の設定｣は 介護支援専門員が生活ニー

ズに対応するための援助内容の検討と援助内容に

沿ったサービスをつなげる内容であり 項目 ニ

ーズに合った援助内容を設定する 援助内容にあ

った介護保険サービスを結びつける で構成され

ている 第 因子｢利用者のプラス面の活用｣は ス

トレングスの視点をとりいれた利用者のプラス面

を活用する内容であり 項目 利用者本人の意欲

や長所 残存能力をプランに活かす で構成されて

いる 回答選択肢には｢全くできていない 点 ｣か

ら｢できている 点 ｣の 件法とし，できているほ

ど点数が高くなるよう配点化した

３ 分析方法
本研究での解析対象は 票のうち 分析に使

用する項目に欠損値のない 票を使用した 「計

画作成の達成度」について先行研究 では欠損値

を含む 名 「情報把握」について先行研究 ）

では 名それぞれのデータに対する因子分析の

結果となっている 本研究では先行研究の対象デ

ータ数が異なることから欠損値のない 名のデ

ータを対象とした ｢計画作成の達成度｣｢情報把

握」再度プロマックス回転を伴う主因子法による

因子分析を行った．次に，強制投入法による重回

帰分析を行った 独立変数には ｢情報把握｣ 各因

子の素得点合計 と統制変数として ｢性別 女

性 男性 ｣｢年齢｣｢専門領域 医療領域 福祉

領域 ｣｢相談援助職としての経験年数｣｢担当 数｣

「 関連研修受講の有無 あり なし 」「業務

の兼務状況 専任 兼任 」を 従属変数には 因

子分析の結果抽出された｢計画作成の達成度｣の各

因 子 素 得 点 の 合 計 を そ れ ぞ れ 投 入 し た ま

た 値により独立変数間に多重共線性が存在し

な い こ と を 確 認 し た 解 析 に は

を用いた

 
Ⅲ 研究結果  
１．｢介護支援専門員の個人特性｣

｢性別｣は 女性が全体の 割近くを占めていた

｢年齢｣は平均 歳であった ｢専門領域｣は 福祉

領域が医療領域より若干多かった ｢相談援助職と

しての経験年数｣は 平均 年 ヶ月 ｢担当 数｣

は 平均 件であった ｢業務の兼務状況｣は 専任

が 割近くを占めていた ｢ 研修受講の有無｣は

受講ありが 割と多かった 表

表 介護支援専門員の個人特性

度数 比率

(人) (％)

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代以上

医療領域

福祉領域

5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上

20ケース未満

20ケース以上30ケース未満

30ケース以上40ケース未満

40ケース以上50ケース未満

50ケース以上

有

無

専任

兼任

専門領域

相談援助職
としての経験年数

担当ケース数
※平均42件

CM関連研修受講の
有無

業務の兼務状況

項目 カテゴリー

性別

年齢
※平均 44.8歳
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２．｢介護支援専門員による居宅サービス

計画作成の達成度｣および「情報把握」の

各因子分析の結果

｢計画作成の達成度｣の因子分析の結果 先行研

究 ）と同様の 因子が抽出され 各因子の項目内容

も同様の結果となった 表 信頼性 ’α

値は 第 因子が 第 因子が 第 因子が

第 因子が であり 内的一貫性は有すると判断

した

また 「情報把握」の因子分析の結果 先行研究

）と同様の 因子が抽出され 各因子の項目内容も

同様の結果となった 表 信頼性 ’α値

は 第 因子が 第 因子が 第 因子が

第 因子が 第 因子が であり 内的一貫性

は有すると判断した

表 ｢計画作成の達成度」の因子分析の結果

第1因子 第2因子 第3因子 第4因子

＜第1因子　生活ニーズを引き出す行動（α=.83）＞

利用者本人のニーズは個々に異なることを考慮してニーズを導き出す

利用者本人の生活は過去から現在、将来へと継続していることを考慮してニー

ズを導き出す

情報収集の結果について利用者本人や家族と確認する

利用者本人の身体的・精神的・社会的な情報を相互に関連させながら利用者の

困っていることや望んでいることを導き出す

利用者や家族の希望とケアマネジャーからみた生活ニーズをつき合わせてプラ

ンを立てる

＜第2因子　様々な社会資源とのかかわり（α=.76）＞

関連機関・職種と情報を共有する

一緒にプランの立てやすい雰囲気をつくる

必要に応じて援助内容に合った介護保険外のサービスやボランティア、近隣な

どに結びつける

必要に応じて利用者本人や家族と別々の場で話しをきく

＜第3因子　生活ニーズにあったサービス内容の設定（α=.79）＞

援助内容に合った介護保険サービスを結びつける

ニーズに合った援助内容を設定する

＜第4因子　　利用者のプラス面の活用（α=.71）＞

利用者本人の意欲・長所などをプランに活かす

利用者本人の残存能力をプランに活かす

固有値

因子寄与

平均値

標準偏差

因子相関

　　　第1因子 ―

　　　第2因子 ―

　　　第3因子 ―

　　　第4因子 ―

「計画作成の達成度」の各因子と質問項目
因子負荷量

因子抽出法：主因子法,13項目,4因子,回転法：Kaiserno正規化を伴うプロマックス法

表 ｢情報把握」の因子分析の結果

第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子

＜第1因子　生活観とライフスタイルの考え方＞ α=.80

利用者本人の生活パターンや生活習慣に関する情報を把握する

利用者本人の生活歴に関する情報を把握する

利用者本人の楽しみや趣味に関する情報を把握する

利用者本人の主訴を把握する

＜第2因子　人的経済的状況＞　α=.72

金銭管理に関する情報を把握する

経済状況に関する情報を把握する

現在受けている近隣や友人等からの支援に関する情報を把握す

近隣との人間関係に関する情報を把握する

＜第3因子　家族介護者の状況＞　α=.70

家族介護者が感じている介護に対する肯定的な意識を把握する

家族介護者の心身の状況に関する情報を把握する

家族介護者の介護以外役割（就労、家事、育児等）を把握する

＜第4因子　意思疎通及び理解の状況＞　α=.82

意思疎通に関する情報を把握する

認知や理解に関する情報を把握する

＜第5因子　個別的家事支援の状況＞　α=.64

食事へのこだわり（味つけ、栄養面等）について把握する

洗濯や部屋の掃除仕方へのこだわりについて把握する

固有値

因子寄与

平均値

標準偏差

因子相関

　　　第1因子 ―

　　　第2因子 ―

　　　第3因子 ―

　　　第4因子 ―

　　　第5因子 ―

「情報把握」の各因子と質問項目
因子負荷量

因子抽出法：主因子法,15項目,5因子,回転法：Kaiserno正規化を伴うプロマックス法

３ ｢居宅サービス計画作成の達成度｣の関

連要因

重回帰分析の結果を表 に示す 「計画作成の

達成度｣の第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣に

対しては ｢生活観とライフスタイルの考え方｣ β

と｢家族介護者の状況｣ β が有意な

関連を示した 第 因子｢様々な社会資源とのかか

わり｣に対しては ｢人的経済的状況｣ β と

｢家族介護者の状況｣ β ｢個別的家事支援

の状況｣ β が有意な関連を示した 第 因子

｢生活ニーズにあったサービス設定｣に対しては

｢家族介護者の状況｣ β と｢意思疎通及び理

解の状況｣ β が有意な関連を示した 第 因

子｢利用者のプラス面の活用｣に対しては ｢生活観

とライフスタイルの考え方｣ β が有意な関

連を示した 重回帰モデルについて各因子の決定

係数は ～ であり モデルの有効性を示す

値も ％水準で有意であった 値は ～

(5)
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といずれも独立変数間に多重共線性が疑われ

るとされる よりも低い値であること確認した

表 「情報把握」と「計画作成の達成度」との関連

（重回帰分析結果）

β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値

生活観とライフスタイルの考え方

人的経済的状況

家族介護者の状況

意思疎通及び理解の状況

個別的家事支援の状況

相談援助職としての経験年数

ケアマネジメント関連研修受講の有無（あり1，なし0）

情報把握

重相関係数 　R

様々な社会資源との

かかわり

β:標準偏回帰係数　 ｐ<.05, ｐ<.01, ｐ<.001

利用者の

プラス面の活用

第3因子

決定係数　　R２

年齢

専門領域（医療領域1，福祉領域0）

生活ニーズに合った

サービス設定

担当ケアプラン数

説明変数

第1因子 第4因子

業務の兼務状況（専任1，兼任0）

性別（女性1，男性0）

第2因子

生活ニーズを

引き出す行動

Ⅳ 考察
先行研究 ）を踏まえ 本研究では「計画作成の達

成度」の関連要因として 介護支援専門員の個人の

特性も含めたうえで情報把握の因子を独立変数と

して設定した 先行研究 ）では，「計画作成の達成

度」の関連要因として個人の特性の「専門領域」「相

談援助の経験年数」が明らかとなったが，本研究

では「計画作成の達成度」に対し 個人の特性要因

は関連がみられず，情報把握の各因子において有

意差がみられた この結果から 介護支援専門員個

人の特性要因よりも，「情報把握」の要因は居宅サ

ービス計画を作成していくなかで強い影響を与え

ていると考えられる

「計画作成の達成度」の各因子に対し 関連を示

した「情報把握」についてそれぞれ考察を行う

第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣に対して

｢生活観とライフスタイルの考え方｣ ｢家族介護者

の状況｣の情報がそれぞれ正の有意な関連を示し

た ｢生活観とライフスタイルの考え方｣は 本人の

生活歴や生活習慣 楽しみや趣味 主訴 生活全般

への本人の希望といった本人の個別的な情報で構

成されている よって 介護支援専門員は｢生活観

とライフスタイルの考え方｣を計画作成場面での

｢生活ニーズを引き出す行動｣に反映しやすいこと

から結果として関連を示したと考える

第 因子｢様々な社会資源とのかかわり｣に対し

て ｢人的経済的状況｣ ｢家族介護者の状況｣ ｢個別

的家事支援の状況｣の情報がそれぞれ正の有意な

関連を示した ｢人的経済的状況｣の情報との関連

について 介護支援専門員は 地域にあるインフォ

ーマル資源や介護保険外の人的資源の情報把握を

通して サービス利用で発生する費用負担の検討

や各資源が支援のできる力量等 活用の可能性に

ついて居宅サービス計画作成で関係資源と情報を

共有し 調整していることから関連を示したと考

える 他の社会資源との関係構築について 介護支

援専門員には 介護保険外の社会資源とのコーデ

ィネートやネットワーク化が必ずしも十分でない

ことが指摘されている ） 野中 は 人が連携や協

働等をしようする場合に強く考慮しておくべき事

の１つに 関係構築の手段といえる相互の適切な

コミュニケーションを図ることの重要性を指摘し

ている コーディネートやネットワーク 連携等は

他の社会資源との関係が築かれることにより展開

が可能になる実践であるといえる また その関係

構築を通して 介護支援専門員が把握した情報や

居宅サービス計画の作成内容の共有化が図られる

と考える 介護支援専門員には 利用者や家族介護

者だけでなく他の社会資源との関係構築のための

コミュニケーションスキルや相談援助技術等の重

要性の理解 ネットワーク等の関係構築を通して

情報把握や計画作成の実践方法について研修等で

習得していくことが必要である ｢個別的家事支援

の状況｣の情報との関連について この情報は 訪

問介護の生活支援に関わる項目内容となっている

八田 ）は 家事支援のニーズについて 利用者の生

活習慣によって異なり多様であること 多様なニ

ーズのため介護保険制度内で対応できない援助内

容があると指摘している 介護支援専門員には 多

様な家事支援のニーズに対し 利用者の家事のや

り方を尊重するため 制度外のフォーマル･インフ

ォーマル資源でも調整していくことが求められて

くることから 関連を示したと考える

第 因子「生活ニーズを引き出す行動」および

第 因子「さまざまな社会資源とのかかわり」に

対する「情報把握」との関連について 介護支援専

門員は自らが把握した利用者に関する情報をふま

(6)

－ 106 －
生活科学研究誌・Vol.13 (2014)



－??－ 
 
生活科学研究誌・Vol.13  （2014） 

6 
 

といずれも独立変数間に多重共線性が疑われ

るとされる よりも低い値であること確認した

表 「情報把握」と「計画作成の達成度」との関連

（重回帰分析結果）

β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値

生活観とライフスタイルの考え方

人的経済的状況

家族介護者の状況

意思疎通及び理解の状況

個別的家事支援の状況

相談援助職としての経験年数

ケアマネジメント関連研修受講の有無（あり1，なし0）

情報把握

重相関係数 　R

様々な社会資源との

かかわり

β:標準偏回帰係数　 ｐ<.05, ｐ<.01, ｐ<.001

利用者の

プラス面の活用

第3因子

決定係数　　R２

年齢

専門領域（医療領域1，福祉領域0）

生活ニーズに合った

サービス設定

担当ケアプラン数

説明変数

第1因子 第4因子

業務の兼務状況（専任1，兼任0）

性別（女性1，男性0）

第2因子

生活ニーズを

引き出す行動

Ⅳ 考察
先行研究 ）を踏まえ 本研究では「計画作成の達

成度」の関連要因として 介護支援専門員の個人の

特性も含めたうえで情報把握の因子を独立変数と

して設定した 先行研究 ）では，「計画作成の達成

度」の関連要因として個人の特性の「専門領域」「相

談援助の経験年数」が明らかとなったが，本研究

では「計画作成の達成度」に対し 個人の特性要因

は関連がみられず，情報把握の各因子において有

意差がみられた この結果から 介護支援専門員個

人の特性要因よりも，「情報把握」の要因は居宅サ

ービス計画を作成していくなかで強い影響を与え

ていると考えられる

「計画作成の達成度」の各因子に対し 関連を示

した「情報把握」についてそれぞれ考察を行う

第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣に対して

｢生活観とライフスタイルの考え方｣ ｢家族介護者

の状況｣の情報がそれぞれ正の有意な関連を示し

た ｢生活観とライフスタイルの考え方｣は 本人の

生活歴や生活習慣 楽しみや趣味 主訴 生活全般

への本人の希望といった本人の個別的な情報で構

成されている よって 介護支援専門員は｢生活観

とライフスタイルの考え方｣を計画作成場面での

｢生活ニーズを引き出す行動｣に反映しやすいこと

から結果として関連を示したと考える

第 因子｢様々な社会資源とのかかわり｣に対し

て ｢人的経済的状況｣ ｢家族介護者の状況｣ ｢個別

的家事支援の状況｣の情報がそれぞれ正の有意な

関連を示した ｢人的経済的状況｣の情報との関連

について 介護支援専門員は 地域にあるインフォ

ーマル資源や介護保険外の人的資源の情報把握を

通して サービス利用で発生する費用負担の検討

や各資源が支援のできる力量等 活用の可能性に

ついて居宅サービス計画作成で関係資源と情報を

共有し 調整していることから関連を示したと考

える 他の社会資源との関係構築について 介護支

援専門員には 介護保険外の社会資源とのコーデ

ィネートやネットワーク化が必ずしも十分でない

ことが指摘されている ） 野中 は 人が連携や協

働等をしようする場合に強く考慮しておくべき事

の１つに 関係構築の手段といえる相互の適切な

コミュニケーションを図ることの重要性を指摘し

ている コーディネートやネットワーク 連携等は
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えたうえで それらの情報を生活ニーズとして導

き出したり 情報を計画内容に反映するために

様々な社会資源とかかわることを認識しながら展

開していると推察される 表 より 第 因子およ

び第 因子は決定係数 ２が 割を超えた結果とな

った 第 因子および第 因子は 「情報把握」と

非常に密接した関係性があるため 質問項目の再

検討等精査が求められる

第 因子｢生活ニーズに合ったサービス設定｣に

対して ｢家族介護者の状況｣ ｢意思疎通及び理解

の状況｣の情報がそれぞれ正の有意な関連を示し

た ｢意思疎通及び理解の状況｣の情報との関連に

ついて 本人のニーズにあった援助内容を設定し

さらに援助内容に適した介護保険サービスをつな

げる計画作成場面で 介護支援専門員は介護保険

制度の理念である自己決定や利用者本位に基づく

介護保険サービスの提供支援を意識していると推

察される よって 介護支援専門員は本人の意思や

理解力といった判断能力に配慮しながらニーズに

あった介護保険サービスをつないでおり 関連を

示したと考える ｢家族介護者の状況｣の情報に関

しては 第 因子｢生活ニーズを引き出す行動｣ 第

因子｢様々な社会資源とのかかわり｣ 第 因子｢生

活ニーズに合ったサービス設定｣の 因子に対して

正の有意な関連を示したことから 計画を作成す

るうえで大きな影響を与えている情報であること

が明らかとなった 本人と家族介護者両者の考え

を計画に反映してほしいといった家族介護者当事

者側からの声 やアセスメントから計画作成に至

る段階で本人が納得しても家族介護者が納得しな

ければその計画を実行するのは難しいこと 本人

と家族介護者とのニーズのすり合わせが行わなけ

れば計画には結びつかないこと ）等 介護支援専

門員には両者のニーズ調整の重要性が指摘されて

いる また 先行研究では 介護支援専門員の支援

場面において 家族間の力動関係が生じているな

かで家族の意見が強く出やすい傾向がみられ

本研究からも支持する結果となった 湯原ら は

計画作成場面において ｢家族の意向を全く踏まえ

ないわけにはいかない そもそも家族の協力がな

ければ 要介護者へのよいケアは期待できない｣と

在宅で介護の大半を担う家族の存在の重要性を指

摘している 計画作成での生活ニーズの抽出や社

会資源をつなぐ際 在宅生活を継続的に支援して

いくために家族介護者は支援協力者として必要不

可欠となる よって 介護支援専門員は計画作成に

おいて家族介護者の意見等の情報に影響を受けな

がら実践を展開していると推察される

第 因子｢利用者のプラス面の活用｣に対して

｢生活観とライフスタイルの考え方｣の情報が正の

有意な関連を示した ｢生活観とライフスタイルの

考え方｣の情報内容となる本人の生活歴や生活習

慣 楽しみや趣味 主訴 生活全般への本人の希望

は 本人の強さとなる具体的かつ直接的な情報で

あり 計画作成場面で利用者のプラス面として活

かしやすいことから 関連を示したと考える 利用

者や家族介護者との関係を構築することは 介護

予防や自立支援の前提となる本人や家族の強さ

できる事等の可能性 を見極めることが可能とな

るため 必要不可欠であると考える 先行研究で

は 利用者や家族介護者 他の社会資源との関係構

築には多くの時間を要すること さらに介護

保険制度外の資源を活用した際の介護報酬や介護

支援専門員の業務評価には反映されていないこと

が指摘されている 利用者や家族介護者をは

じめ 様々な社会資源との関係構築は 形としてみ

えにくい実践である しかし 利用者との関係構築

がなされたなかで作成された計画に対して利用者

の受け入れはよく 長期的にみると利用者の高い

満足度につながること 家族介護者や様々な社

会資源との関係構築により利用者の生活の全体像

が広く捉えられ 様々な側面 資源 から本人への

生活支援に対する継続的なアプローチが可能にな

ると考える よって 介護報酬を含めその実践を適

切に評価する仕組みづくりの検討が求められる

Ⅳ 本研究の限界と課題

本研究の限界と今後の課題として ,第 1 に ,本研究

の調査対象者は A ブロック協会の会員のため ,特定

の対象者による結果の可能性がある .今後は ,調査

対象を拡大し ,非会員や他の地域の介護支援専門員

にも同様の調査を行う等 ,より一般的な傾向をとら

える必要がある .第 2 に ,居宅サービス計画作成の達

成度に影響を与えると考えられる他の関連要因を

明らかにすることやその達成度が利用者本人や家

族介護者にどのような影響を与えているのか検証

する必要がある さらに 本研究で設定した「計画

作成の達成度」の回答選択肢は 件法であり分析

上の課題が残される 今後は 件法等での検討と

(7)
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いった調査票の精査が求められる

注釈

年度の介護保険制度改正により 要支援者の担当

は居宅介護支援事業所からセンター 介護予防支援事

業所 へと移行し センターは居宅介護支援事業所に

委託 件まで できるとされていた
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いった調査票の精査が求められる

注釈

年度の介護保険制度改正により 要支援者の担当

は居宅介護支援事業所からセンター 介護予防支援事

業所 へと移行し センターは居宅介護支援事業所に

委託 件まで できるとされていた
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介護支援専門員による居宅サービス計画作成の実践と

その関連要因

―アセスメントにおける情報把握に焦点をあてて―

 
綾部 貴子，岡田 進一，所 道彦，白澤政和 

 
要旨：本研究では 介護支援専門員 以下 による居宅サービス計画作成の実践 以下 ｢ ｣ と「アセス

メントにおける情報把握」（以下「情報把握」）との関連を検証した ブロックの 協会に所属する

名に郵送調査を実施した 有効回収数は 名 ％ であった 分析は 因子分析を実施した結果の「 」

各因子を従属変数 統制変数を含む「基本属性」と「情報把握」の各因子を独立変数とし 重回帰分析を行

った 「 」の関連要因は 「情報把握」の全因子であった すなわち 「 」実践の自己評価が高い の

特徴は 生活観とライフスタイルの考え方 人的経済的状況 家族介護者の状況 意思疎通及び理解の状況

個別的家事支援の状況に関する情報把握の実践が高いことが明らかとなった  
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